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1　 はじめに　日系工作機械メーカーの特
性と新興国市場

　現在でこそ日本の工作機械は国内のみなら
ず，世界市場において重要な位置を占めるに
至って久しいが，そこに至る道のりは紆余曲折
であった。1980 年代以降の NC 旋盤などの普
及と日本メーカーによる，それら NC 関連の工
作機械製造における競争優位を獲得するまでに
は，同産業は長らくの間，後発の域を脱するこ
とができなかった。
　戦前期から戦後しばらくの期間において，工
作機械産業は事実上輸入代替期であったと言っ
ても過言ではあるまい。戦前期から工作機械
メーカーによる国産化は進んではいたが，輸入
への依存度は国産化のペースを上回っており，
依然としてドイツや米国に並ぶ精巧な旋盤を製
造することは困難だった。こうした工作機械産
業の脆弱性は，戦前から日本の産業構造の致命
的な弱点として強調されてきた。
　工作機械の英語の呼称については，戦後から
現在に至るまでマシンツールという一般的な呼
称よりも日本では好んでマザーマシンという言
葉が用いられることが多い。マザーマシンこそ
が製造業そのものの生みの親であり，それが幼

弱であるとすれば，国内の製造基盤は成り立た
なくなるからである。
　そもそも工作機械・機械産業発達の前提には
先行した産業需要が不可欠であり，軽工業・消
費財生産中心の戦前においては，川上に位置す
る工作機械産業は狭い市場に依存せざるを得な
かった。工作機械産業の発達を促したのは欧米
に見られるように自動車産業の発達であって，
その点においては戦後もしばらくは自動車産業
の需要拡大は期待できなかった。戦前期に創業
した大隈機械が最初に製造したのは製麺機で
あったことに示されるように，製品そのものが
川上の限定された需要に対応せざるをえなかっ
たのである。
　それでも戦時需要を経て，高度経済成長期に
至ると代表的な工業地帯である京浜，阪神，中
京において当該産業の集積が進んでいくことに
なる。これら工業地帯はともに各種の先行産業
を持ち，京浜・阪神では他の機械工業などの先
行産業を中心に多種類の産業需要があり，中京
では繊維と自動車が主な先行産業となり，こう
した産業需要に対応して工作機械メーカーも 3
地域に集中することとなった（1）。
　戦前から戦後までの工作機械工業を一気通貫
に考察した沢井（2011）の著書のタイトルは，
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『マザーマシンの夢』だった。製造機械を作る
機械こそが求められていたにもかかわらず，日
本の産業史から見れば，そこに至る道のりには
長い期間を要した。裏を返せばマザーマシンと
いう言葉は，同書に示されるように長い間抱え
込んでいたコンプレックスにも等しい心理的な
表現だったかもしれない。
　既知のことになるが，機械工業の生産額と輸
出から見れば，輸出産業へ転じるのは 1980 年
頃を転機としており，それを可能としたのは確
立された NC 装置を備えた工作機械の存在で
あった。これによって日本は一気に工作機械輸
出国の道を歩むことになった。ドイツ（西独）
と米国は輸出における世界シェアを減らし，代
わって日本が世界一の輸出国になっていく。原
初的な雁行形態論が想定した輸入代替・国産化
から輸出へ至るまでには，NC 装置が現れるま
で非常に長い期間を要したのである（2）。マザー
マシンという呼称にはこうした歴史的な背景が
あることも看過すべきではなかろう。
　NC 工作機械によって生じた生産・技術革命
を通じて，日本の工作機械メーカーはマザーマ
シンの呪縛から解き放たれ，1980 年代から
2000 年代にかけて国際競争力において強みを
発揮していくことになる。例えば，国際競争力
の強みを測る代表的な指標として貿易特化係数

（または輸出特化係数）がある。当該製品の輸
出額（輸出額－輸入額）を輸出入総額で割った
もので，1 に近いほど輸出に特化しており国際
競争力を持つことを示す。2000 年以降，2010
年代において日本の工作機械の貿易特化係数は
0.8 前後で安定しており，主要製造国のドイツ
が 0.5 前後，米国と中国がマイナス（2018 年）
であることを考慮すれば，突出していると言え
よう（3）。
　他方で日本のように高い貿易特化係数は，米
国や中国のように内需が大きく輸入額も多い場
合と比較して，輸出への依存度が高く国際的な

需要動向の影響を受けやすいことを示してい
る。この点については他の国際競争力の指標も
同様であろう。
　モジュール間のインターフェース設計ルール
が基本的に 1 社内で閉じているものをクローズ
型アーキテクチャと定義した藤本，延岡（2004）
によれば，標準型工作機械はモジュラーだが，
同時にクローズ型アーキテクチャの製品である
としている。つまり NC 工作機械による日本
メーカーの国際市場における優位性の獲得は，
こうした日本の製造業が得意とする製造スタイ
ルとも大きく関係していたことを看過すべきで
はなかろう。
　上述の輸出パフォーマンスを指標とするなら
ば，工作機械は日本の得意産業の一つと言って
良いのだが，同時にメーカーごとに社内で設計
ルールが完結しているということは，国際的に
は差別化の優位性を得ることができる反面，工
作機械ごとの細分化と市場の制約が相まって企
業規模そのものも制約されることになる。この
ことは何を意味するのだろうか ?
　このことは，日本メーカーも含めて製造業の
川上に位置する工作機械産業において，工作機
械に特化したメーカーが世界的な規模を誇る上
位企業に入ることを困難にしていることを示し
ている。図 1 に示したように最大手の DMG 森
精機，さらに NC 装置を供給しているファナッ
クを見ても，フォーチュン・グローバル 500 企
業（売上高ランキング）の最末端企業との間に
は大きな開きが存在している。これは日本メー
カーに限ったことではなく，世界の工作機械産
業全般にも言えることであって，トップメー
カーであっても川下の需要産業（自動車，航空
機など）に比べれば規模の小ささを特徴として
いる。
　むろん中小メーカーも含めた産業のすそ野と
しての重要性や比較優位の面からも得意産業で
あることに変わりはないが，川下の製造業に比
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較した相対的な零細性を顧みるならば，川下の
産業との連関と市場戦略がメーカーごとに重要
になってくることになる。それはまた海外での
事業展開にも大きく関係する問題であろう。
　そうした規模の制約性を特徴としながらも，
小型モーター製造の大手ニデックのように
M&A を梃子として工作機械メーカーへの転身
を図ろうとするケースも見られる。しかし，被
買収側の企業が大手に属していても，産業の特
性として規模の拡大には限界があり，それは過
去の DMC 森精機の M&A が一つの証左となっ
ている。いずれのメーカーも 1 兆円の売上規模
に到達するのが困難なのが現状である（4）。
　以上の日本における工作機械メーカーの特性
を踏まえるならば，NC 工作機械という製品優
位性を獲得した後の内需から外需へのシフトに

対応した市場戦略が，工作機械メーカーの発展
の鍵となってくることは容易に察せられよう。
特に工作機械の発展水準において格差の大きい
新興国市場をターゲットにした場合はなおさら
である。この場合，国内市場と新興国市場とで
は市場戦略は異なってくるのだろうか。
　工作機械メーカーの顧客は大手のエンドユー
ザーだけでなく，国内市場では川下の産業には
数多くの中小零細ユーザーも存在している。当
然ながら工作機械は販売して終わるものではな
く，販売前後の各ユーザーに対するきめ細かな
対応が必要になる。こうした製品のビジネス特
性も工作機械メーカーの規模の制約に関係して
いるが，そうしたビジネス特性の経験は新興国
市場においても過去活かされてきた。と同時に
国内市場と新興国市場との間には経済・産業面

図 1　日本の大手工作機械メーカーとフォーチュン・グローバル 500 の売上規模の比較
出所： 2020 ～ 2025 年各社開示資料から。連結売上高。ヤマザキマザックは非上場のため推計売上

高。米国最大手ハースオートメーション，ドイツ最大手トランプフは 2000 ～ 3000 億円（24
年末為替レート換算）の規模。グローバル 500 の売上高ランキングは 2024 年時点。
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だけではない乖離も存在しており，特に新たに
進出する新興国市場においてはこの問題はより
大きくなる。
　こうした新興国市場に先行して進出した工作
機械メーカーの対応は，まず母国市場との上述
の乖離を埋めることが中心となろう。そうした
問題意識から，本稿では日本の工作機械メー
カーの対インド市場戦略に焦点を当てていくこ
とにする。具体的には各メーカーの対応と戦略
を取り上げるにあたって，Ghemawat（2007）
Ghemawat, Altman（2016）の CAGE フレーム
ワークとトリプル A 戦略の有効性を検証する
ことになる。言うまでもなく，この戦略論は
CAGE の各要素（文化・政治行政・地理・経済）
間の距離とそれを埋めるための適応戦略が中心
となるものだが，ゲマワットが事例として先行
的に挙げたのは工作機械メーカーのような B2B
ビジネスではない。IBM なども事例として取り
上げているが，基本的にはウォルマート，コ
カ・コーラ，マクドナルドなどの B2C の企業
が中心である。
　実際に食品や消費財（耐久消費財）において，
日本企業が新興国市場で製造販売している製品
は日本で販売されているものと異なっており，
現地仕様が施された製品となっている。ベトナ
ムなどで販売されているエースコックのインス
タント麺から東南アジアやインドで製造販売さ
れているホンダのバイクまで，そうした事例は
枚挙に暇がない。こうした製品については，結
果的にトリプル A 戦略が適用されており，産
業・製品領域においては CAGE フレームワー
クが適用できない場合もある。
　B2B の製品そのものが世界的な標準品とし
て仕様が確立しているならば，適用の余地は小
さく，半導体が典型的な例だが，微調整の範囲
内での現地適応にとどまることになる。例え
ば，政治行政の制約からエヌビディアの高性能
型 AI 半導体が中国向け輸出品についてはダウ

ングレード型に仕様変更されるといったケース
があてはまろう。それでは工作機械については
どうだろうか。既に見たように工作機械産業と
メーカーの特性を考慮するならば，CAGE フ
レームワークの各要素間の距離は大きく，実際
に日本メーカーは距離を埋めるための対応（適
応戦略）を迫られており，CAGE フレームワー
クを用いた分析・検証が戦略的に有効であるこ
とを指摘することができよう。
　日本の工作機械メーカーは，基本的に内需志
向が強いとされてきた。CN 工作機械の普及に
より，徐々に 1970 年代からヤマザキマザック
など大手メーカーの海外市場への進出が進み，
1990 年代に入ると国内受注を海外受注が上回
るようになるとともに，輸出と現地への進出も
欧米市場から次第にアジア市場へ向けられるよ
うになる。中国市場における 90 年代の自動車
や機械関連ユーザーの需要増に比例して，中国
への輸出と現地生産は急増し，現在でも市場と
しては突出した形になっている。
　他方でもう一つの潜在的な巨大市場であるイ
ンドについては，受注額は堅実に伸びつつある
ものの，各大手メーカーの動向を見ても現地生
産は 2020 年代に入って緒に就いたばかりであ
る。このため中国市場に比較して情報全体が不
足しており，現状に関する経営関連の研究もほ
とんど見られないというのが現状である。
　市場調査会社である DRI（株式会社データ
リソース）によれば，インドの工作機械市場は，
2022 年から 2027 年にかけて CAGR（年平均成
長率）が 11.31％で加速すると予測されており，
同じく市場調査会社グローバルインフォメー
ションは 25 年から 30 年には旋盤機械産業のみ
で CAGR が 13.43％になるだろうと予測してい
る。自動車，機械，航空・宇宙，医療，二輪，
半導体などエンドユーザーのすそ野は広く，現
モディ政権による Make in India 政策も強い追
い風となっている。
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　こうした事情を踏まえて，本稿ではインド市
場に進出している，特に現地生産に既に着手し
ている大手メーカーとして，DMG 森精機，牧
野フライス，ヤマザキマザック，ブラザー，ツ
ガミを対象として，CAGE フレームワークに
対する戦略的な対応であるトリプル A 戦略の
有効性を検討していくことにする。その場合，
トリプル A 戦略の適応（Adaptation）だけで
なく，集約（Aggregation）と Arbitrage（裁定）
も含めた各社の現時点での総合的な評価につい
て論じていきたい。
　以上の検討に入る前に，まず工作機械メー
カーごとの戦略形成に関係する先行研究を俯瞰
しておくことが必要であり，そうした主な先行
研究のレビューを通して，日本の工作機械メー
カーの歴史的な経緯とグローバル市場での優位
性の構築，および各社の戦略的な特徴などを抽
出して簡単に整理しておきたい。

2　 工作機械メーカーの市場戦略に関する
先行研究

　主として大手工作機械メーカーの戦略はメー
カーごとに特徴を持っており，各メーカーのそ
うした特徴は世界市場で日本の工作機械産業が
プレゼンスを高めていった 1980 年代以降形成
されている。NC（Numerical Control）工作機
械への転換は 1970 年代より進められ，欧米
メーカーに比較して日本の大手メーカーは，工
作機械の技術転換を契機にグローバル市場での
競争優位を保持したまま現在に至っている。
　それまでは陰に隠れた存在と見られがちだっ
た日本の工作機械メーカーであったが，神舘

（2020）がヤマザキマザックの革新的な NC 工
作機械マザートロールを発表した時のメディア
の狂騒ぶりを紹介しているように，1980 年代
に入ると無人化工場の進展とともに大手工作機
械メーカーの動向が大きく注目されるように

なっていく。一口に工作機械メーカーと言って
も，三菱電機のように総合的な事業の中に工作
機械事業を含んでいたり，同じ機械工業に属す
ミシンメーカー（例えばブラザー）が工作機械
を製造販売している場合もある。ここでは多角
的な事業部門の一つとして位置づけられる場合
を除外して，工作機械専業もしくはその比率が
高いメーカーの戦略を取り上げることにする。
　そもそも 1970 年代以前において，欧米工作
機械メーカーに比較して立ち遅れていた日本の
工作機械産業とメーカーが，70 年代後半にお
いて急速な発展を遂げた要因とは何だったの
か。この疑問については既に多くの研究論文，
関係文献で指摘されているように，NC 工作機
械が登場した後の日本独自の要因によるもの
だったとされている。その説明は日米の当該産
業と市場の相違によるものとされ，河邑（1997）
による研究が最も明解であると思われる。
　例えば，河邑（1997）によれば，日米間には
NC 工作機械に対するそれぞれの国内需要が大
きく異なっており，米国では航空機や大型自動
車，産業機械，兵器向けに大型の工作機械やフ
ライス盤が必要とされた。これに対して日本で
は乗用車，耐久消費財製造向けに中小型の NC
旋盤への需要が高く，こうしたタイプの NC 工
作機械が量的に広く普及したという違いがあっ
たとされている（5）。
　ここでは日米の機械工業の構造的な特徴から
生じる市場ニーズの顕著な違いが，NC 工作機
械の機械加工工程を異なるものにしたとされて
いる。つまり米国では NC 機械の専用化（単能
化）が，日本では中小機械の NC 化と汎用化（多
能化）が進んだとされている。より具体的には，
米国における機械加工工程は，自動車メーカー
自体の所有する大規模工場によって担われ，大
規模な機械設備とロットという条件下で同一形
状と寸法の部品加工を高速で行わなければなら
ないことから単能化へ向かった。他方で日本に
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おける機械加工工程は主として中小零細企業に
担われていたために，少ない機械台数と小規模
のロットという条件下で経営の安定化と多様な
取引先に応じて，多様な形状と多様な寸法の部
品加工を行わなければならなかったことから多
能化へ向かった（6）。
　機械加工において，日米いずれも川下側に位
置する最も大きな産業の一つが自動車産業である
ことに変わりはなかったが，NC 工作機械の普及
においてはこのように大きな違いが見られること
になった。日本のNC 工作機械の開発と普及にお
いては，こうした産業構造の違いから市場ニーズ
が異なっていたことも確かだが，それだけでは国
際競争面での優位性を説明することはできない。
世界の工作機械産業発展の分岐点であり，日本
の工作機械産業の優位性を確立したのは，NC，
CNC（Computerized Numerical Control）装置
の開発（現在ではNCとCNCはほぼ同義なので
ここではNCで統一する）であるとともに，その
頭脳部分に当たる設計と開発・製造・販売の担
い手の違いこそ大きな発展要因であったと捉える
ことができよう。
　米国では NC 装置自体は工作機械メーカーに
よって開発・製造されたが，日本では周知のご
とく，この役割を担ったのは通信・エレクトロ
ニクス産業として異業種だった富士通だった。
富士通はファナックへと分離し，低価格な NC
装置を開発し工作機械メーカーに供給したこと
が日本の工作機械メーカーの国際競争力を飛躍
的に高めることになった。
　NC 装置供給に大きな役割を果たしたファ
ナックに関する先行研究は多く，主なものとし
て，まず原田（1998）は，ファナック独自の
NC 装置におけるイノベーションの創出を評価
し，外部からもたらされたイノベーションを自
社に取り込み，単に NC 装置の性能と品質を向
上させただけでなく，ユーザー企業のリクエス
トに対応した汎用機能を付け加えたとして，そ

の功績を評価している。
　少なくとも 1970 年代までの NC 機器を中心
とした初期の発展期においては，小林（1983）
は，欧米 3 カ国（米・独・スイス）に比較して
日本の工作機械メーカーが標準型・中小型の
NC 機器を量産・輸出していくことに注力した
ために，国内需要向けの少量生産で特殊な機種
については欧米からの輸入に依存するという貿
易構造が形成されるようになったとしている。
こうした構造は今日も続いているが，指摘され
ている欧米への技術依存は後に縮小されていく
ことになる。
　産業全体の問題でもあった工作機械の標準化
は，Kiyokawa and Ishikawa（1987）をはじめ
関係研究に共通して取り上げられている発展要
因である。Kotha and Nair（1995）は，1979―
92 年間の日本の工作機械メーカー 25 社を対象
にして分析した結果，個別企業の戦略と環境変
化が収益と成長に影響を与えたとして，とりわ
け技術変化の影響力を指摘している。
　産業構造と組織に関する要因として，Lee

（1996）は工作機械のユーザー企業側の役割を
高く評価している。特にユーザー企業側の設備
投資，1950 年代から自動車，その後エレクト
ロニクス企業が継続的に参入し工作機械のイノ
ベーションに積極的に関与した点に注目した。
特筆されるべきことは，Tsuji（2002）によれば，
70 年代を起点として業界の中心的な企業が交
代したことであり，それまでの大手組み立て
メーカーの中でもヤマザキマザック，森精機，
オークマの 3 社が R&D，イノベーションにお
いて中核的な地位を得るとともに，各社におい
て R&D とイノベーションの生産戦略面での相
違が形成されたとしている。
　自動車産業などの需要増など外的環境面以外
に，Chuma（2001）は Kotha and Nair（1995）
と同じく，90 年代における工作機械メーカー
側の「企業内要因」をより詳細に強調している。
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新製品開発プロセスの初期段階における同時か
つ部門横断的な情報共有システムの存在，組立
加工現場における熟練労働者の早期的かつ積極
的な関与，高度な専門性を持った人材の配置な
どが事例として取り上げられている。
　1975 年にファナックが PC 産業に先駆けて，
NC 工作機械にインテルの MPU（マイクロプ
ロセッサ）を採用し，不具合を解決するために
ファナックとインテルは共同開発を行ってい
た。こうしたことを前提として，ファナックに
よる頭脳としての NC 装置の開発と NC 装置専
業メーカーと工作機械メーカーとの分業構造の
形成が国際競争力を生み出す源となったことを
柴田（2019）は強調している。ファナック（あ
るいは三菱電機も含む）のような NC 装置専業
メーカーは，多くの工作機械メーカーに自社の
NC 装置に対する購買動機を持たせることで，
特殊な用途でしか使われない機能よりも汎用性
の高い NC 装置の開発に向かい，NC 装置と工
作機械のインターフェースの標準化も工作機械
業界でいち早く進展することとなった。
　こうした意味で日本の工作機械産業における
NC 装置専業メーカーであるファナックの存在
意義と役割は大きく，その後の日本における工
作機械メーカー発展のターニングポイントにな
り，国際的な優位性・国際競争力を決定づける
ものとなった。他方で日高（2022）が指摘する
ように，1980 年代初頭から自社の付加価値を
高めるために，山崎鉄工所（現ヤマザキマザッ
ク）に代表される大手工作機械メーカー側によ
る NC 装置の自社開発（三菱電機との共同開発）
も行われており，こうした大手工作機械メー
カー側の技術的な対応と戦略も 1970 ～ 80 年代
以降の当該産業の発展軌道を形成するうえでの
大きな要因となった。同じ観点から，鈴木

（2010）は実際にヤマザキマザックによる複合
加工機の開発事例を詳しく紹介している。
　鈴木（2021）は森精機の事例を挙げて，ファ

ナックを中心にシマノや村田製作所のように競
争力の高いコアモジュールメーカーの存在を前
提として，モジュラー化が定着した中で大手組
み立てメーカー側の生産面での戦略に焦点を当
てている。森精機に代表されるように組み立て
メーカー側がコアモジュール部品間の性能と機
能を調整することで，特定の部品メーカーへの
依存度を低下させるという調整戦略を採用した
としている（7）。
　ヤマザキマザックの NC 装置の自社開発にし
ても，森精機の調整戦略にしても，大手組み立
てメーカーが国際的な優位性を獲得していく過
程には，オークマなども含めて生産面での戦略
に加えて，M&A や現地化など各社固有の戦略
が存在していたことも明らかになっている。
　例えば，榎本（2015）によれば，ヤマザキマ
ザックが積極的に海外進出，特に中国に進出し
現地生産へのシフトを進展させたのに対して，
森精機は精力的に M&A を行い規模の拡大を
追求していったという特徴が明らかにされてい
る。続いて榎本（2016）はオークマを考察事例
に加えて，ヤマザキマザックとオークマの市場
戦略が対照的であり，後者が国内に生産基盤を
置き国内集約生産体制によるグローバル展開の
貫徹を志向したのに対して，前者は世界市場を
目指した現地工場の立ち上げと販売・サービス
網の構築により，他社が模倣困難な現地化能力
を獲得したことを強調している（8）。
　マザック，オークマ，森精機のグローバル化
に対する戦略は三社三様の個性を持っており，
榎本（2016）が指摘するように各社が持つ経営
資源の違いにもよるものとされている（9）。こう
したグローバル化と市場戦略の相違は，本稿後
半で見るように重要な新興市場（インド）での
違いとなって現れることになる。
　ヤマザキマザックのように，大手工作機械
メーカーの中には NC 装置の自社開発を通じて
国際競争面での優位性を獲得するケースも見ら
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れたが，工作機械産業全体で見るならば，ファ
ナックが NC 装置をモジュール化したことで，
産業全体のモジュール化が進展したことも事実
である。この点については，藤本，延岡（2004）
による日本の標準型工作機械をモジュラーとク
ローズ型アーキテクチャの結合型とする指摘と
符合している。そして，こうした業界全体の特
徴の下で，藤田（2008）が指摘するように，マ
シニングセンタのような標準的な工作機械が国
際的な市場で優位性を備えた製品として浸透し
ていくことになった。
　こうしたモジュール化の進展の方向性は，林

（2018）が指摘したように，センサーの開発製
造に特化したメトロールのようなメーカーが

「外部補完者」として産業の連続的イノベーショ
ンを進める上で大きな役割を果たすようにも
なっている。多様なシチュエーションに適応
し，高い汎用性を発揮するセンサーは外部補完
材として不可欠であったからである。
　こうして 80 年代以降形成されてきた工作機
械メーカー間の生産と販売における戦略の違い
が，海外市場戦略にも反映されるようになって
いく。そして，それまでは長らく内需型産業で
あり，海外市場戦略については輸出をメインと
するものであったが，直接投資による現地生産
が加わることで，より海外市場との様々な距離
を埋める必要が生じることになった。
　1990 年代以降の工作機械メーカーの海外進
出を取り扱った研究として，まず日本以外のア
ジア後発諸国における発展の温度差を描いた廣
田（2011）の重厚な著書を挙げることができよ
う。東アジア新興諸国の工作機械産業の発展を
鳥瞰しつつ，その中でも日本の直接投資によっ
て，シンガポールが日本メーカーの生産拠点に
なっていく経緯を描いたもので，この点はアジ
ア地域における生産集約の起点として，先行研
究では取り扱われなかったインド市場とのリン
ケージ形成という点で見直されるべき研究成果

となっている。
　実際の工作機械メーカーの海外進出について
は，加藤（2013）の研究に代表されるように，
それまでの内需依存から外需への転換，欧米市
場から中国・アジア市場への進出と現地生産の
動向が主なトピックになり，韓（2009）はヤマザ
キマザック，オークマなどの海外戦略を取り上
げた。欧米からアジアへのシフトに伴い，マーケッ
トに近いところで量産汎用機を生産するというこ
とで共通した製造面での対応を指摘している。
　さらに中小メーカーの進出にまで踏み込んだ
海上（2014）の研究では，日本メーカーの製品
自体の直接的な強み以外にサービス・カスタマ
イズ，販売戦術上の強みが加わり，顧客密着型
の現地窓口を通じた市場情報と個別顧客ニーズ
の把握，そしてフィードバックが重要であるこ
とを説いている。これは大手メーカーにとって
も同様で，奥山（2016）は，生産性の高い NC
工作機械の機械停止時間を最小限にするための
メンテナンスサービスが必要であることから，
メーカーのサービス力が海外市場でも顧客側の
工作機械選定の大きな要素になっていることを
強調している。
　工作機械の現地仕様化（カスタマイズ）だけ
が適応戦略ではなく，そこに至るまでの情報の
フィードバックは納品・販売後のアフターケア
とサポート体制によってもたらされるものであ
る。そういう意味では海外進出に焦点を絞った
研究ではないが，鈴木，杉山（2009）らは，サー
ビス・フォーカスを実現し，ソリューション・
ビジネス化を進めてきたヤマザキマザックのビ
ジネスモデルを高く評価しており，提供するシ
ステムのモジュール化と，それによるソリュー
ション提供に必要なノウハウの削減が達成され
たとしている。
　こうした日本メーカーのサービス力は，基本
的には大手だけでなく，中小のクライアントも
多い国内市場で培われたもので，そのためサー
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ビス力が海外市場における日本メーカーの競争
力を形成している要素の一つになっていること
は容易に察せられよう。生産拠点の集約化と
サービス体制は，適応・集約・裁定というトリ
プルA戦略のパッケージとなっているのである。
　ただし，トリプル A 戦略，適応戦略面から
アプローチした先行研究は存在しないのが実情
である。単に現地での対応ということだけなら
ば，中国に進出した工作機械メーカーの対応を
取り上げた小林（2007ab）の研究などが散見
されるのみである。さらにインドについては本
格的な研究が確認されず，僅かに鈴木（2010），
内川（2016）がインドの工作機械市場を紹介し
ているのみである。いずれにしても最大の顧客
市場である中国と将来的に有望な市場としての
インドについては，CAGE フレームワークと
適応戦略からの視角に立脚したアプローチは今
回が最初ということになろう。
　こうした事情は，得意産業でありながらも同
じ製造業の川下産業の市場規模よりも格段に小
さいことが起因している面もある。以上の研究
上の空白を埋めるという意味でも，インドのよ
うな巨大な潜在的市場に工作機械メーカーがど
のような適応戦略を持って進出しているのか，
各社固有の対現地戦略と温度差を含む進出状況
を概観していくことにする。

3　 インド市場における日系工作機械メー
カーとCAGEフレームワーク

　世界市場において日本の工作機械メーカー
は，市場シェアではハイエンドモデルを中心に
して欧州メーカーと二分するほどになってい
る。他方でアジア後発国（韓国，台湾，中国）
の追い上げも激しいことは 2000 年代以降よく
指摘されてきたことで，とりわけ中国の工作機
械産業の発展スピードは著しく，生産額で
2008 年以降日本を抜きトップに君臨している。

　ただし，世界市場における中国の工作機械
メーカーのプレゼンスは高くなく，主に広大な
内需に依存しているのに対して，日本が依然と
して輸出額世界一であることの背景には，国内
市場に制約があることから輸出依存度が高いこ
とによるものである。大手メーカーは中国に生
産拠点を構築してきたものの，中国市場以外の
新興市場の開拓が急がれている。その最も大き
く有望な市場がインドである。ただしメーカー
ごとの戦略やリソースの違いもあって，インド
市場における大手メーカーには進出の程度と範
囲に格差と温度差も存在している。
　図 2 は中国とインドからの工作機械受注額の
推移を示したものである。中国の受注額は他国
と比較しても跳びぬけており，常に 1 位を維持
してきた。ただ受注額については中国側の設備
投資動向に大きく依存しており，グラフに表れ
ているように変化の振幅が激しいものとなって
いる。中国に次いで多いのはドイツで，こちら
も長らく 2 番目を維持してきたが，24 年には
インドが抜いており，インド内での設備投資と
工作機械需要が旺盛であることを物語ってい
る。受注額については中印間には依然として大
きな差があるのも確かだが，インドの安定的な
受注額の増加傾向は長期的に見て大きな潜在的
な市場であることを示唆している。
　中国の受注額が多いのは，工作機械の国産化
を進める一方で中国製造業の高度化，いわゆる

「中国製造 2025」などの国家戦略による製造業
の高度化やこれに伴う補助金政策が関係してお
り，EV や通信機器関連のへの設備投資が旺盛
であることを物語っている。中級クラスの工作
機械までは国産化が進んでいるものの，ハイエ
ンドの日本製 NC 工作機械についての需要は依
然として大きいようである。
　また意外なようだがドイツの受注額が多いの
は，日独の工作機械製造での棲み分けを通じた
補完関係が存在しているためで，ドイツ側が大
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型機やレーザー加工機に強みを持つのに対し
て，日本側は微細な加工技術において精度の高
い金属切削型工作機械に強みを持ち，そうした
工作機械に対する需要が高いためである（10）。
　なお，ここで注意しておきたい点は，日本工
作機械工業会が発表する受注額統計は，国内で
の受注活動に基づくもので，日本国内の商社や
代理店が海外向けに受注した場合も「国内受注」
としてカウントされる。受注額は日本国内での
活動が中心になるため，国内比率が高く見える
ようになっている。工作機械産業全体にとって
内需は依然として重要であることに変わりはな
いが，近年においては外需も大きく伸びてお
り，2024 年の総受注額 1 兆 4,851 億円のうち 7
割は外需となっている。こうした外需依存への
拡大と並行して，売上高を「出荷先ベース」で
見た場合のヤマザキマザック，牧野フライス，
オークマなど大手の海外売上高比率は 70 ～
80％程度となっている。
　ここでは新興国市場への進出，特にインド市
場への進出を時系列的に概観しておくことにす
る。その前に先行事例として中国のケースに触

れておく必要があろう。先行研究の紹介のとこ
ろで触れた小林（2007）の研究では，現地生産
を行っているヤマザキマザックやオークマ，さ
らに営業販売を中心とする中堅メーカーの進出
事例を取り扱っている。中国への進出は 2000
年代に入って進み，マザックやオークマなどの
現地テクニカルセンターの設置が中国側の需要
とメーカー側の供給において生じているギャッ
プを埋める役割を果たしてきた。
　その意味では現地におけるテクニカルセン
ターやトレーニングセンター，および販売拠
点，合弁パートナーの存在は，インドでも同様
の役割を担っていると考えられる。ただし，小
林（2007）が指摘しているように，現地生産し
ている工作機械が日本に輸出されていることか
ら，中国は日本の大手メーカーにとっての製造
拠点としての意味合いも大きく，オークマは
2000 年代の時点で機械本体の主要ユニットを
日本から送り，現地で組み立てていた（11）。
　中国市場への本格的な進出が中国の WTO
加盟（2001 年）を契機にした 2000 年代以降で
あることを考えると，総じて工作機械メーカー

図 2　中国とインドからの日本の工作機械受注額（百万円）
出所：日本工作機械工業会　受注統計より作成。
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各社の動きは遅く，インドでも 1990 年代末か
ら徐々に進出が増えていくことになる。表 1 は
主要メーカーのインドへの進出と現地での概要
を時系列で示したものである。このうち現地生
産のレベルに至っているメーカーは，2025 年
末現在で牧野フライス，DMG 森精機，ヤマザ
キマザック，ブラザー，ツガミの 5 社のみであ
る。

　日系工作機械メーカーによる現地生産・工場
の稼働も比較的新しい動きとして捉えることがで
きる。川下の自動車生産だけでなく，二輪生産，
航空宇宙，医療，エレクトロニクスなど 2020 年
からPLI（Production Linked Incentive）を通じ
た14 分野をインド政府が指定し，売上高に応じ
て補助金を支給している。700 社以上が申請し設
備投資全体が順調に伸びているという背景や，

表 1　日系工作機械メーカーのインド進出（時系列）

進出年 現地生産 主な拠点・活動内容

牧野フライス製作所 1996 年 〇
シンガポール法人「マキノ・アジア」の駐在員事務所としてインド
進出。ベンガルール工場で立型 MC「Slim5n」を生産。現地ニーズ
に合わせた仕様変更も実施している。2025 年にベンガルール工場
で立形 MC「Slim5n」の現地生産を開始予定。

ヤマザキマザック 1998 年
（営業拠点） 〇

2023 年 3 月工場稼働。プネに工場あり。その他 6 拠点。日本で設
計した立形 MC を現地生産。価格競争力と即納体制で強みを持つ。
プネの新工場「YAMAZAKI MAZAK MACHINE TOOLS 
PRIVATE LIMITED」では月産 40 台の立形マシニングセンタ
VC-Ez シリーズを生産。

オークマ 2007 年 × インド法人「Okuma India Pvt. Ltd」設立。2018 年にグルガオン市
に営業・技術・サービス拠点「グルガオンテクニカルセンター」開設。

新日本工機 2008 年 × インド現地法人を設立。1985 年から大型機を納入。

ツガミ 2018 年 〇 インド子会社ツガミ・プレシジョン・エンジニアリング・インディ
アを連結対象に加え，本格的な現地展開を開始。

DMG 森精機 2019 年 〇

インドのラクシュミ・マシン・ワークス（LMW）と提携し，立形
マシニングセンタ「CMX 600 Vi」の現地生産を開始。横型マシニ
ングセンタを現地生産。ラクシュミ・マシン・ワークスに製造委託
しており，価格競争力に強みを持つ。2025 年に年間生産台数を約
60 台から 100 台に増加予定。横型 MC の現地生産も開始。

ブラザー工業 2022 年 〇

海外では中国に次ぐ生産拠点へ。2022 年 BROTHER MACHINERY 
INDIA 設立。スタンダードモデルを現地生産。二輪・医療市場が
ターゲット。2024 年 12 月（工場稼働）ベンガルール近郊トムクー
ル 地 区 に 新 工 場 設 立。「SPEEDIO」 シ リ ー ズ の S500Bd1 と
S700Bd1 を現地生産。

スター精密 2024 年 ×

ベンガルールに全額出資の販売子会社「Star Micronics India 
Private Ltd.」を設立。
主力製品であるスイス型 CNC 自動旋盤の販売拡大を目的とし，医
療機器分野などでの需要増に対応。現地販売代理店への技術サポー
トやオペレーター教育を強化し，医療機器市場へ特化。CNC 自動
旋盤で外科用器具などを製造する地場企業に販売。販売子会社での
人員増。

ソディック 2026 年予定 ×
2026 年までにインド西部マハラシュトラ州プネに販売・サービス
拠点「テクニカルセンター」を新設予定。主力製品であるワイヤ放
電加工機「ALN400GiG ＋ E」などの即納体制を整備し，加工ノウ
ハウを提供する予定。

出所：各社開示情報と各種報道より作成。
注　 ファナックは 1991 年に販売・サービス拠点「ファナック・インディア」をベンガルールに設立しているが，現

地生産は行っていない。
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外資系メーカーへの税制優遇を含む Make in 
India 政策が追い風となり，半導体関連などの川
下産業からの需要拡大が期待されている（12）。特
に日系メーカーにとっては，欧州メーカーと並ん
で精密加工などを中心とするハイエンド・セグメ
ント市場がターゲットになっている。
　自動車関連だけでもEV 生産増に加えて，三
輪車や二輪，そしてトラクターなどの農業機械関
連や建機などの需要も期待されており，機械部
品メーカーのような零細な事業所も含めるとなる
と正確な数の把握が困難であるが，数千社存在
しているとされている。最も期待されているのが
自動車部品サプライヤーからの需要で，部品メー
カーの業界団体であるACMA（Automotive 
Component Manufacturers Association of 
India）の加盟数は，2020 年代初頭の約 600 社か
ら2023 年には 845 社に，さらに翌年には1,054
社にまで増えており，図 3 から自動車部品全体
の売上高も順調に伸びていることがわかる。これ
らのサプライヤーは，その多くが中小零細メー
カーで構成され，北部・西部・南部に集中して

いる（13）。
　インドの工作機械市場を知るためには，インド
国内の業界構造についても言及しておく必要があ
ろう。工作機械メーカー，一般的な機械部品メー
カー共に多くは中小零細メーカーで構成されてお
り，工作機械メーカーで最大規模のAceマイク
ロマティックグループ（Ace Micromatic Group）
でさえも直近の売上規模では日本円換算で 450
億円ほどである。かつて工作機械の国産化を目指
して1961年に設立された国営のHMTは旧式機
械が多く慢性的な経営不振状態にある。2025 年
末時点で，工作機械の業界団体 IMTMA（Indian 
Machine Tool Manufacturers’ Association，イン
ド工作機械製造者協会）の加盟数は500 社以上
で，機械関連部品メーカーの業界団体 CII

（Confederation of Indian Industry，インド機械
工業連盟）の直接会員数は約9,700 社となってい
る（14）。
　内川（2003）によれば，1980 年代の投資・
輸入規制撤廃後，しばらくは工作機械の輸入と
需要に大きな変化は起きなかったが，自動車政

図 3　インド自動車部品産業の売上高の推移（10 億米ドル）
出所：ACMA (2024―25) p. 19.
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策の変更によって NC 工作機械に対する需要が
拡大しており，日本を含む各国の先行事例が示
すように自動車産業の成長と需要増が大きな転
換点となった（15）。現在においては機械関連の
零細な事業所を含めれば，潜在的なユーザー数
は上述したように相当な数に上っている。
　一般にドイツや日本のメーカーはハイエンド
モデル，国内メーカーは中級機という棲み分け
は大きく変わっておらず，こうした産業構造を
踏まえるならば，日本とドイツ，日本メーカー
間に競争関係が形成されており，後述するよう
に，今後の各社の増産計画が明らかになってい
ることから，特に大手日本メーカー間の競争関
係が激しくなることが予想される。また中小零
細規模が多数を占める機械部品メーカーを顧客
ターゲットとすることから，きめ細やかなサー
ビス体制が必要不可欠となっている。
　次にこうしたインドの産業構造と市場を踏ま
えながら，現状の，そして今後見込まれる需要
と日本側の製品供給の間にあるギャップ，いわ
ゆる CAGE フレームワークにおける距離

（Distance）を埋めるための日本メーカー側の
対応に考察を移していくことにしよう。
　インドにおける工作機械の需要側（川下産業）
と供給側（日本メーカー）の距離にはどのよう
なものがあるのだろうか。Ghemawat（2007）
Ghemawat, Altman（2016） の CAGE フ レ ー
ムワークに沿って抽出すれば以下のように整理
できよう。

1）Cultural（文化的な距離）
　英語が公用語となっているが，インドは多言
語・多宗教国家である。州ごとに言語も異なり，
ビジネス関連の行政手続きも煩雑で日本と商習
慣も異なっている。経営における意思決定のス
ピードや階層構造，交渉スタイルなどが異なる
ため，こうした経営文化に対応した営業・サー
ビス体制が必要になる。英語だけでなくヒン

ディー語をはじめ，場合によっては各州の言語
に合わせた仕様書，説明書も必要になる。

2）Administrative（制度的な距離）
　インドの関税制度や規制は複雑で，各種の申
請にも時間を要することが多い。さらに州ごと
に税制などをはじめとする異なるルールが存在
している。工業製品については独自の国内規格
や試験もあるため，日本企業が進出する際に
は，現地パートナーとの連携や法務・税務の専
門知識が不可欠となる。
　また航空・防衛やそれ以外の産業領域におい
ても，輸出や受注の場合，日本国内では 2025
年以降強化された安全保障輸出管理制度の下
で，軍事転用などに関する審査が必須となって
おり，発注側のインド企業に対するより詳細な
情報とコミュニケーションも必要とされてい
る。現地では日本国内での規制を直接受けない
が，こうした制度面での手続きにおいて販売ま
での時間がかかることが予想される。適切な管
理運営が行われなければ，日本側の企業業績に
も影響を与えかねない。

3）Geographical（地理的な距離）
　進出側企業の母国から地理的な距離が離れて
いることで，進出側企業の現地での事業再現度
は低くなる。加えてインドのような広大な国土
においては物流インフラの未整備に直面しやす
い。川下産業にあたる自動車はスズキに見られ
るように，工業地帯であるインド北部グルガオ
ン，あるいはトヨタに見られるように，IT 産
業などの産業集積地である南部のベンガルール
に進出している。自動車以外にも国内の機械，
二輪，航空産業などの集積地を考慮した拠点の
立地選択が極めて重要になってくる。
　物流インフラの問題は，現地製造拠点の立地
選択だけでなく，アフターサービスや部品供給
においても最適の立地選択が図られねばならな
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いことを示している。広範囲な地域に対応する
ためには，複数拠点の設置をはじめとして顧客
に対する密接な対応や現地スタッフの育成など
も不可欠となる。

4）Economic（経済的な距離）
　インド製の工作機械はドイツや日本の製品に
比較して価格競争力を持っており，従って価格
競争が激しく，コストパフォーマンスが重視さ
れる傾向がある。ドイツと並んで日本製の高品
質な工作機械や一部のハイエンドモデルは製品
差別化においては強みを持つものの，価格面の
問題を無視することはできない。単価の高い工
作機械ならば，ユーザー側には金融支援やイン
ド政府による設備投資の税優遇措置なども不可
欠になっている。また関税を回避するための現
地生産も必要となってくる。

　これらの距離を埋める上で現地需要側のニー
ズにいかに対応するのかが焦点になるわけだ
が，そもそも工作機械は 1 社当たりの生産台数

（月間・年間）が決して多くなく，大幅な増産
には限界がある。インドにおいても大手だけで
なく中小零細のユーザーが多いことから，広範
なサービス体制と製品のカスタマイズの間での
フィードバックが重要になっている。日系の大
手メーカーはこうした経験値を国内と中国，東
アジア市場で積み重ねてきた。またそうした国
内外の市場での部品を含む生産拠点を持ってい
ることで，インドへの進出を果たしている。そ
れゆえ，こうした経験値と内外で築き上げられ
た生産・サービスのネットワークが，トリプル
A 戦略の中に組み込まれていくことになる。

4　 インド市場における日系工作機械メー
カーとトリプルA戦略

　前節でまとめた CAGE フレームワークに示

された 4 つの距離を埋めるための対応が，トリ
プル A 戦略ということになる。各社の対応と
戦略を取り上げる前に，同じく Ghemawat

（2007）Ghemawat, Altman（2016）に沿って，
その概要をまとめれば以下のようになる。

1）Adaptation（適応）
　適応戦略は，トリプル A の中で肝となる位
置にある。4 つの要素の距離を縮めるために，
現地のニーズや環境に合わせて，製品やサービ
ス，販売方法などをローカライズすることを意
味している。上述の CAGE フレームワークの
各要素に対応することで，現地市場への製品と
サービスの浸透を図ることになる。B2C 事業
が前提であることが多いが，製品特性によって
は B2B 事業においても重要な戦略である。

2）Aggregation（集約）
　複数の市場に共通する部分を見出し，それを
集約することでスケールメリットを追求する戦
略を指す。例えば R&D や生産工程を統合し，
共通部品の集中生産や研究開発費の共有を行う
ことなどを挙げることができる。こうしたス
ケールメリットを通じて全体的なコストを引き
下げ，現地での価格競争力を実現していくこと
などを挙げることができる。

3）Arbitrage（裁定）
　国ごとのコストや資源の違いを活かして最適
配置を図る。一般的には労働コストの低い国や
距離的に近い製造拠点から特定地域（複数国）
へのサプライチェーンを構築し，製品と部品な
どを迅速に供給できる体制を構築していること
などが典型的な例である。

　以上の概要を踏まえて，それではトリプル
A 戦略が具体的にどのように各社によって取
り込まれているのか，順次見ていくことにす
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る。ここでは現地生産を行っている DMG 森精
機，牧野フライス製作所，ヤマザキマザック，
ブラザー工業，ツガミの 5 社を取り上げること
にする。

①　DMG 森精機
　DMG 森精機のインドへの本格的な進出は，
2019 年 Lakshmi Machine Works（以下，LMW）

（インド南部コインバトール）での立形マシニング
センタCMX 600 Vi の現地生産からスタートして
いる。現地メーカーによる生産委託という形態を
とっており，生産を委託するLMWは1962 年に
繊維機械の企業として設立され，DMG 森精機と
は90 年代からパートナーシップを結んでいる。
現地メーカーとのパートナーシップの開始を基準
にすれば，DMG 森精機の進出は非常に早く，イ
ンドの経済自由化（1991年から）が始まった時期
と重なっている。
　日本のメーカーの中では際立って早い進出に
もかかわらず，24 年時点においても同社の台
数別で見た生産国別構成比でインドは約 1％に
すぎない。インド国内での受注の約 70％は工
程集約・自動化に関係する需要から発生してお
り，他のアジア諸国同様，人材も現地駐在員か
らローカル社員に入れ替わっている。他の日系
大手メーカーと同じく，自動車，航空機，半導
体などの需要を見込んでいるが，同社が国内と
グローバル市場で得意とする 5 軸加工機や複合
加工機の量的な販売展開にはさらに時間を要す
ると思われる。
　現地メーカーへの生産委託は，委託先の規模
を考慮すれば，現地生産分については大幅な量
産体制に移行することが見込まれず，現段階で
は現地の低コストを用いた価格競争に対応して
いる段階であると思われる。他方で営業・修理
メンテナンス・復旧のためのサポートセンター
は，ベンガルール，プネ，デリー，アーメダバー
ドなどの工業地域に配置されている。こうした

サポートセンターの設置は，インドの電力事情
（停電が多い）や製品仕様の違いなどから，他
の日系メーカーと同じく（工作機械の製造販売
台数の多寡に限らず）先行して置かれている（16）。

②　牧野フライス製作所
　元々内需志向の強かった大手工作機械メー
カーの中でも，牧野フライスの海外事業展開は
先駆的かつ突出しており，海外売上高比率は約
82％（2023 年）に達している。インドでの事
業展開も例外ではなく，特にシンガポールを中
心とした東南アジアの製造拠点とインドとの
ネットワークが形成され今日に至っている。
　牧野フライスのインド進出は，1993 年にシ
ンガポールのマキノ・アジアが，インド・ベン
ガルールに駐在員事務所を設置したのがはじま
りで，1996 年に現地法人 Makino India Pvt. 
Ltd. を設立している。2000 年代以降，販売・
サービス拠点の拡充とともに，現地での技術支
援体制も強化し，2020 年代に入るとベンガルー
ル工場での現地生産を開始している。生産機種
は，Slim5n などの立型マシニングセンタで現
地仕様が施されている。製品供給については納
期短縮と即納体制に力点を置いている。
　主なターゲット需要については，「現地仕様
で大型部品加工に対応し，四輪車需要を取り込
む」（宮崎正太郎社長談）としている（17）。他の
メーカーとも共通しているが，人材育成のト
レーニングセンターとして MTTC（Makino 
Technical Training Center）を設立しており，
育成された人材が社員として入社するケースも
多い。
　2010 年 11 月に現地法人・工場を視察した鈴
木，新宅（2011）によれば，この時点で同社は
製品の現地適応において差別化を達成していた
ことを報告している。具体的には機械をターン
キービジネス（ソリューション・ビジネス）と
組み合わせてクライアントに販売していること
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である。クライアントが機械のキーをターンす
るだけで生産が可能となっており，加工に合わ
せた工作機械の選定，プログラム作成，工具の
準備をマキノ・インディアが行い顧客に提供し
ている。そして，この時点でタタ，バジャージ，
マヒンドラなどの大手自動車メーカー，さらに，
これらメーカーの 1 次，2 次サプライヤーをク
ライアントとして獲得していたことが報告され
ている（18）。
　この 2010 年の段階で現地仕様化を中心に，
牧野フライスは現地の加工環境に合わせた機械
との組み合わせによって，他の日系メーカーに
比較して生産・販売面と差別化で大きくリード
していたと考えられる。生産能力面では現地工
場 1，治具製造工場 1，年間生産約 210 台のま
まであるが，25 年に入ってからアジア全体で
の増産計画を発表しており，インドについては
29 年度に 400～500 台に増やすとしている（19）。
　ただし，25 年時点での年間生産台数はヤマ
ザキマザックが 480 台であるから，牧野フライ
スはその半分以下の台数にとどまっている。ヤ
マザキマザック側も増産計画が伝えられている
ので，現段階の現地生産能力についてはマザッ
クが優位に立っていると見なすことができよ
う（20）。

③　ヤマザキマザック
　現在日系メーカーの中ではインド市場で相対
的に高いプレゼンスを示しているマザックであ
るが，1998 年のインド事務所開設から現地生
産に至るまで実に四半世紀以上を要している。
現地生産については他のメーカーも含めて最近
のことであるが，現地生産に至るまで積極的に
現地市場のへの対応と学習を積み重ねてきた。
この間はインド市場への適応期間であったと見
なせることができる。そこには販売・サービス
体制の強化，現地理解の深化，製品戦略の最適
化というように，段階を経た上での現地生産の

実現があった。
　日本と同じくインドも大手メーカーだけでな
く，中小の部品メーカーの数が多く，マザック
側はこうした顧客層を広く取り込めるような生
産体制を短期間で構築してきた。特に中小メー
カーをターゲットとしたジョブショップ層を取
り込むことで，実際以上に幅広い製品ライン
アップを提示することを可能としている。
　あるメディアによるインタビューで山崎高嗣
代表取締役社長は，「インドで生産する立形
MC『VC-Ez』はジョブショップをターゲット
に開発旋盤はシンガポールで生産しており，イ
ンドに短納期で出荷できます。旋盤はシンガ
ポール製を，立形 MC はインド製を提供し新
規層を開拓」しているとして，さらに「大手へ
納める機械は大半が自動化システム付き。我々
のビジネスの実績だけでも，自動化ニーズはこ
とのほか早く顕在化していると語れます。我々
はインドで治具を設計し機械に載せ一緒に提供
しています。ターンキー専門の部隊もおり，強
みの 1 つです」と答えている（21）。
　ジョブショップ自体フレキシブルな作業現
場・工程のことを指し，異なる製品や部品の加
工を行うために複数の機械や作業工程を組み合
わせ，さらには製品ごとに異なる作業手順や製
造工程が必要とされる。ここから察せられるよ
うに，カスタムオーダーに対応した多品種少量
生産に適したものであるが，クライアントとの
入念な打ち合わせ・すり合わせも必要となり，
手間がかかる一方で確実に中小のクライアント
を獲得することが可能となる形態でもある。た
だし，同様のことはヤマザキマザックだけでな
く，現地生産を行っている日系他社にも当ては
まり，日系メーカーが強みとするところでもあ
ろう。
　クライアントに対する広範なトレーニング 
プログラムの提供と迅速な部品供給も，現地マ
ザック・インディア側がセールスポイントとし
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て特に強調している点である。トレーニング 
プログラムは，標準ターニングセンタから高度
なマルチタスクマシンに至るまで，機械タイプ

に対する基本トレーニングと高度なトレーニン
グの両方を提供しており，図 4 に見られるよう
にインド全土にトレーニングセンターとしての

表 2　インドにおける各社のトリプル A 戦略

① DMG 森精機

1． Adaptation
（適応）

インド市場向けに仕様変更した工作機械（例：CMX600Vi）を現地生産。顧客ニーズに合わせた
製品提供。現地パートナー（LMW 社）との協業や技術センター設置。

2． Aggregation
（集約）

日本から主要部品を供給し，インドで組み立てることで品質を維持しつつコストを抑える。技術・
品質の集約型モデルを投入している。年間生産台数は約 60 台（2024 年時点）で，2025 年には約
100 台へ増産予定。

3． Arbitrage
（裁定）

インドの人件費・製造コストの優位性を活かし，価格競争力を強化。現地生産により関税回避と
納期短縮の実現。

② 牧野フライス製作所

1． Adaptation
（適応）

インド市場向けに立形マシニングセンタ「Slim5n」を現地生産。仕様変更により，インドの自動
車・自動車部品メーカーのニーズに対応。テクニカルセンターをコインバトール，デリー，プネ，
チェンナイに配置。インド市場に最適化した製品群を展開。MTTC（Makino Technical 
Training Center）で現地技術者を育成し，顧客サポート力を強化。

2． Aggregation
（集約）

ベンガルール工場で現地生産し，治具専門工場も設置。納期短縮と即納体制を構築。アジア全体
で生産能力を 2029 年度までに 4 割増とし，インドでもスケールメリットを追求。年間生産台数
は 210 台。

3． Arbitrage
（裁定）

インド南部ベンガルールの工場で現地生産を行い，関税・輸送費を削減。現地調達比率を高める
ことで価格競争力を確保。

③ ヤマザキマザック

1． Adaptation
（適応）

インド市場向けに設計された「VC-Ez シリーズ」を現地生産。ジョブショップ層など新規顧客
のニーズに対応。

2． Aggregation
（集約）

日本・シンガポール製の高性能機と現地生産機を組み合わせ，幅広い顧客層に最適な製品を提
供。技術・品質の集約型モデルを追求。年間生産台数 480 台，東南アジアの製造拠点とのリンケー
ジあり。

3． Arbitrage
（裁定）

インドの人件費・土地コストの優位性を活かし，約 40 億円を投資して新工場を建設。現地生産
によるコスト競争力を確保。

④ ブラザー工業

1． Adaptation
（適応）

現地ニーズへの対応としては，自動車・二輪車・医療分野など，インド市場特有の需要に合わせ
た製品ラインアップ（SPEEDIO シリーズ）を展開。

2． Aggregation
（集約）

日本企業専用工業団地（JIT）に工場を設置し，日系企業との連携を図っている。品質の標準化
に尽力。日本・中国と同等の品質基準をインドでも維持し，グローバル標準の製品供給体制を構築。

3． Arbitrage
（裁定）

インド国内での生産により輸送時間を短縮し，短納期供給体制を実現している。小型機に特化す
ることで差別化と量産体制を確立し，価格競争力のある製品を現地供給している。

⑤ ツガミ

1． Adaptation
（適応）

インド市場のニーズに合わせ，価格帯や機能を調整した製品を投入。インド市場向けに価格競争
力を重視した NC 旋盤を展開。現地スタッフの採用と販売・保守体制の強化。

2． Aggregation
（集約）

中国・日本・インドの生産拠点で共通部品の使用や技術開発と設計を本社で統合し，規模の利益
と効率化を追求している。

3． Arbitrage
（裁定）

最適地での生産・調達として，高精度部品は日本や中国で製造し，組立や一部加工をインドで実
施している。

出所；各社 IR 開示資料と各種報道から作成。
注　2025 年末現在。
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役割を担ったテクノロジーセンターなどが広範
囲に配置されている。
　ヤマザキマザックは，国内にワールドパーツ
センター，シンガポールとタイにパーツセン
ターを擁しており（インドネシア，マレーシア，
ベトナムにもローカル部品センターが配置され
ている），インド国内ではマザック インディア 
パーツ センター（プネ）に常時 2,500 以上の在
庫部品が保管されている。パーツセンターから
出荷された部品の 90％以上は，24 時間以内に
配送されることになっている（22）。

④　ブラザー工業
　ブラザーのインド進出は，2022 年と大手工
作機械メーカー 4 社と比べても遅かった。それ
にもかかわらず，インド市場への浸透は早く，
急速に存在感を高めている。ミシンメーカーで
あるブラザー工業は，もともとミシン製造その
ものが機械工業でもあったために，工作機械製
造も事業ポートフォリオに組み込んでいる。大
手 4 社が中・大型機種で攻勢をかける一方で，

ブラザーは小型・高精度領域での即応力とサー
ビス体制を早い段階で構築してきた。
　小型マシニングセンタである SPEEDIO シ
リーズに特化することで，他の 4 社に比較して
単価が安く，短期間に量産体制を実現してお
り，ブラザーが得意とする小型機市場に進出す
ることで短納期，差別化とニッチ戦略につなが
るスピード展開が可能になったと思われる。同
社の工作機械部門については，インド工場は愛
知県刈谷市，中国の陝西省西安市に続き 3 つ目
の工場になっている。
　現地法人のブラザーマシナリーは 2025 年 6
月時点でインドに 3 ヵ所のテクノロジーセン
ターを設立しており，現地法人のブラザーマシ
ナリー設立（22 年）に先立って，ブラザーは，
アフターサービスやテクニカルサポート，マー
ケティングの強化を目的に，2021 年にベンガ
ルールにテクノロジーセンターを設立してい
る。さらに 23 年にも近郊にもう一つのテクノ
ロジーセンターを開設している。25 年にプネ
に開設されたショールームを併設する工作機械
のテクノロジーセンターでは，マーケティング
やテクニカルサポート，工作機械の展示や実
演，各種セミナーの開催，テスト加工，サービ
スサポート活動などを行う拠点として位置付け
られている（23）。

⑤　ツガミ
　ツガミは，2018 年にインド子会社ツガミ・
プレシジョン・エンジニアリング・インディア

（タミル・ナドゥ州カーンチープラム）を連結
対象として本格的にインド市場への進出を果た
している。現地ではハイエンドモデルに相当す
る NC 自動旋盤，ターニングセンタ，マシニン
グセンタなどを中心に製造販売を行っている。
　ツガミは子会社を通じて現地の提携先から新
工場を借り受け，生産能力を現在の月産 30 台
から 25 年以降月産 100 台へ倍増する計画を発

図 4　 インドにおけるヤマザキマザックのテクノ
ロジセンターなどの配置図

出所： YAMAZAKI MAZAK INDIA PVT.,LTD. 
Website　https://www.mazak.com/in-en/
service-support/customer-service-locations/
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表している。実現すれば，年間生産規模の面で
ヤマザキマザック以上になるが，現地工場自体
は DMG 森精機と同じく借り物の段階である。
現時点では，現地工場の形態よりもサービス体
制の整備・強化が先行している状況である。
サービス拠点（テクニカルセンター）の所在地
は 6 拠点となっている（24）。

5　おわりに　展望に代えて

　ここまでの概観を踏まえるならば，現時点で
の日系工作機械メーカーのインド進出におい
て，進出時期，現地生産，事業範囲と規模を指
標とする限り，大型標準機械を取り扱う大手 4
社である DMG 森精機，牧野フライス，ヤマザ
キマザック，ツガミが抜きん出ていることは明
らかであろう。またブラザーの場合，小型工作
機械に特化しているために，非常に速いスピー
ドでインドでの事業展開を進めていることも明
らかになった。
　ただし，ブラザーの場合，戦略的には他の大
手 4 社とは異なった差別化・ニッチ戦略でもあ
り，これは医療産業分野をターゲットとしたス
ター精密などと一部共通している点もある。改
めて CAGE フレームワークとその対応として
のトリプル A 戦略の進捗度合いを指標とする
と，各社の適応戦略の可視化が可能になり，大
手 4 社間の共通点と違いも浮かび上がってくる
ことになった。
　いずれも現地仕様の工作機械をローカライズ
している点で共通しており，DMG 森精機の現
地生産の形態は，ローカルメーカーに委託生産
を行うことで現地市場への適応化を図っている
ことを最大の特徴としていた。しかしながら，
現段階においての同社の年間生産台数はヤマザ
キマザック，さらに牧野フライスと比較しても
少なく，委託生産方式をとっていることから生
産能力が小規模であることは否定できない。

　ただし，ツガミの場合も現地工場においては
実質的に同じ形態を採用しており，こちらは目
標生産台数月間 100 台と野心的な設定がなされ
ている。むしろ進出の初期段階においては，
DMG 森精機やツガミに限らず，総合的なサー
ビスネットワークの構築と製品へのフィード
バックを先行させているようである。
　こうした状況を鑑みるならば，現地生産を
行っている 5 社のインドでの事業活動はサービ
ス体制の構築を先行させながらも，本格的な参
入は緒に就いたばかりであると考えられる。そ
の中で強いて言えば，トリプル A 戦略を通じ
てみる限りはヤマザキマザックに一日の長があ
ると見なすことができよう。
　最後に現地での競争構造に詳しく触れること
ができなかったので，ここで改めて補足してお
けば，既に言及したようにローカルメーカーと
の間にはハイエンドモデルと中級機というよう
に一定の棲み分けがなされており，日系メー
カーが今後増産を行っていく場合，特に大型機
械をめぐって日系メーカー間（DMG 森精機，
牧野フライス，ヤマザキマザック，ツガミなど）
で競争が激しくなる可能性が高くなると思われ
る。その場合，サービス体制に加えて価格訴求
力も顧客側にとって一層重要な製品購買の選択
肢となってこよう。現地生産を行っていない日
系メーカーの場合，関税や輸送費面でさらに不
利になると考えられる。
　なお本稿では残された課題として，ここでは
ドイツ側メーカーとの競争について踏み込むこ
とができなかった。確認できる限りではドイツ
大手のトランプフやエマグなどは 25 年末時点
で現地生産を行ってはいない。ただしインドに
販売・技術サポート拠点を持っており，日系
メーカーによる現地密着型・即納などのサービ
ス体制に対して，グローバル展開とブランド力，
アフターサービスなどの点において強みを持っ
ていると考えられる。ここで取り上げた日系
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メーカー各社が将来的な増産計画を発表してい
ることで，今後ドイツ大手メーカーがどのよう
な対応・戦略を進めていくのかは，競争構造の
変化などを含めた経過観察を進めていくことが
必要になっている。
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Adaptation Strategies of Japanese Machine Tool Manufacturers and the Indian Market:
Exploring the Effectiveness of the CAGE Approach and the Triple A Strategies

Takayuki Sawada

Abstract
　 How effective are Ghemawat’s CAGE framework and Triple A strategies for 
machine tool manufacturers in emerging markets? This paper focuses on the adaptation 
strategies of major Japanese machine tool manufacturers DMG Mori Seiki, Makino 
Milling Machine, Yamazaki Mazak, Tsugami, and Brother in India.
　 In the case of machine tools, not only is customization of the product itself important, 
but service systems are also important.  The success of adaptation strategies depends 
on the establishment of efficient support servives.  In particular, as their customers are 
small and medium-sized enterprises, these machine tool manufacturers’ meticulous care 
and rapid delivery systems, along with price competitiveness through local production, 
are building a competitive advantage in India.


